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第１章 調査研究の概要 

 

１ 調査研究の目的 

本道においては、全国を上回る速さで少子高齢化や人口減少が進み、様々な課題が山積する中、

地域が持つ教育機能を活かし、より多くの住民の主体的な参加を得られるような取組の工夫が一

層必要となっている。 

こうしたことから、新たな地域づくりを進めるための効果的なプロセス・手法を導き出し、その

成果を発信することで、各市町村において住民が主体となる多様な取組の展開に寄与することを

目的に実施する。 

 

２ 調査研究の計画 

本研究は、令和元年度（2019年度）から令和４年度（2022年度）の４ヵ年で実施した調査研究

の最終報告である。 

（１）令和元年度（2019年度）：実態調査・事例研究（聞き取り調査・視察） 

１年次にあたる令和元年度（2019 年度）において、道内全市町村を対象に地域の課題解決を目

指す住民参画型事業の実施状況に関するアンケート調査を実施し、事業実施上の成果と課題、地

域の実情やニーズについて把握した。その上で、地域の課題解決を目指す住民参画型事業の立ち

上げや地域性との関係等について、道内外の自治体を対象に聞き取り調査や視察を実施し、「資料

編」として調査研究報告書（第43号）を作成した。 

 

（２）令和２年度（2020年度）：パイロット事業の実施・検証 

２年次にあたる令和２年度（2020 年度）においては、１年次の調査研究の結果を踏まえ、パイ

ロット事業「ほっかいどう学地方創生塾」を道内４市町で実施し、課題解決を目指す住民参画型

事業の実証開発を行い、プロセス・手段とその評価について検証を行った。 

 

（３）令和３年度（2021年度）～令和４年度（2022年度）：モデル事業の実施・検証 

令和３年度（2021年度）と令和４年度（2022年度）においては、２年次の実証研究の成果を踏

まえ、パイロット事業を実施した自治体から２つの市町を選択してモデル事業を実施し、地域の

特性を活かしたプロセス・手段とその成果を計る評価方法をもとに、課題解決を目指す住民参画

型事業の検証を行い、成果と課題を明らかにした。 
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○モデルプログラムの普及 

・調査研究報告書の発行 

（令和５年３月予定） 

・調査報告書のホームページへの掲載 

・調査報告書の道内市町村、関係団体等

への送付 

・社会教育セミナー等での成果発表 

 
本道においては、全国を上回る速さで少子高齢化や人口減少が進み、様々な課題が山積する中、地

域が持つ教育機能を活かし、より多くの住民の主体的な参加を得られるような取組の工夫が一層必要
となっている。 
こうしたことから、新たな地域づくりを進めるための効果的なプロセス・手法を導き出し、その成

果を発信することで、各市町村において住民が主体となる多様な取組の展開に寄与することを目的に
実施する。 

◆実態調査 
○道内全市町村を対象にアンケー

ト調査を実施 

・地域の課題解決を目指す住民参

画型事業の実施状況 

 

・事業実施上の成果と課題、地域の

実情やニーズの把握 

◆モデル事業の実施 
○モデル事業「地方創生塾」を道内

２市町（芦別市・鷹栖町）で実施

し、地域の特性を活かしたプロ

セス・手段とその成果を計る評

価方法をもとに、課題解決を目

指す住民参画型事業の実証開発

を行う。 

【方法】 

・モデル事業の企画と実施 

・事業参加者の変容調査 

・事業担当者の振り返りシートの

整理 

・事業実施報告書の作成 

 

・センター職員、事業担当者、塾長

が連携し、塾生との関わり方や

運営方法について整理 

・多様な主体との連携・協働 

・事業展開・評価の在り方を検討 

◆モデル事業の検証 
○道内２市町（芦別市・鷹栖町）に

おいて実施したモデル事業「地

方創生塾」の検証を行い、成果と

課題を明らかにする。 

【方法】 

・事業参加者の意識やスキルなど

の変容調査及び分析 

・事業担当者の意識の変容調査及

び分析 

・プロセス及び手法、その評価の検

証 

 

・成果をモデルプランの提示に留

めず、実践によって検証 

・社会教育の基盤整備と多様な資

金調達手法について検証 

・事業のプロセスや手段の視点の

もと事業展開・評価の検証 

・事業の成果と課題の整理 

 

〇多くの社会教育行政で活用可能なモデルプログラムを提示 

・地域づくりや社会参画に関する調査研究を手がかりに、実施

したモデル事業の成果を明らかにする。 

・多様な主体との連携・協働の在り方 

・持続可能な取組に向けた仕組みづくり 

・多様な資金調達の手法 

・地域の特性を活かしたプロセス・手段 等 

調査研究の構造 

本調査研究の成果が糸口となり、各市町村において住民が主体となる地域づくりに向けた様々な取組
が展開される 

人口減少時代の新しい地域づくりに資する社会教育事業に関する調査研究 

～住民の主体的な地域づくりを進めるプロセス・手段とその評価の検証～ 

 

 

 

 

  

 

◆事例研究（聞き取り・視察） 
○地域の課題解決を目指す住民参

画型事業について、立ち上げや

地域性との関係等について調査 

【方法】 

・道内外の先進事例を収集 

・過去の調査研究報告書等から事

例を収集 
 

・事業を組み立てる上で重視する

点等、効果的なプロセス・手法の

整理 
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年次 段階 内  容 

１
年
次 

実態 

把握 

質問紙 

調査 

〇 道内179市町村を対象とした調査の実施 

・地域課題解決を目指す住民参画型事業の実施状況 

・事業実施上の成果と課題 

・道に期待する役割 等 

聞き取り 

調査 

〇 道内６市町における実践事例 

・地域課題解決を目指す住民参画型事業の概要 

・事業を実施する上で重視している点と困難な点 等 

視察 

〇 道内外の視察 

・「地方創生塾～高校生による地域活性化に向けたイベントの企画」（網

走市） 

・「ビジョンづくりを通した住民の主体的な地域づくり」（広島県三次市

川西地区） 

２
年
次 

仮説の

設定 

モデル 

プログラム

の開発１ 

〇 モデル事業の企画 

・道内２市町（芦別市・鷹栖町）における事業の企画 

・高校生の活動の場の設定 

・高校生視点での新たな取組の企画立案 

・事業参加者の変容調査 

・事業担当者の振り返り 

３
年
次 

仮説の 

再構築 

モデル 

プログラム

の開発２ 

〇 モデル事業の実践（２年次の取組を踏まえて） 

・道内２市町（芦別市・鷹栖町）における事業の企画・実践 

・学びへの参加のきっかけづくり（高校生の社会参画） 

・多様な人材の幅広い活躍の促進（事業企画者、コーディネーターの関

わり） 

・多様な主体との連携・協働の推進（ネットワーク型行政） 

・社会教育の基盤整備と多様な資金調達手法の検討 

（事業費調達の仕組みづくり） 

４
年
次 

仮説の 

検証・ 

調査 

報告書 

モデル事業

の検証 

〇 モデル事業の検証 

・道内２市町（芦別市・鷹栖町）における事業の検証 

・高校生の社会参画意識等の変容 

・多様な人材の幅広い活躍による成果（事業企画者、コーディネーター

の育成） 

・多様な主体との連携・協働の成果（ネットワーク型行政の実質化） 

・社会教育の基盤整備と多様な資金調達手法の活用等 

 （芦別市：ふるさと納税を活用した事業費調達の仕組みづくり） 

調査結果の

分析 

〇 調査結果の分析 

・地域課題解決を目指す取組を妨げる要因 

・平成20年度実施アンケートとの比較 

・生涯学習に関する住民の意識調査とのクロス集計 等 

モデル 

プログラム

の提示 

〇 モデルプログラムの提示 

・地域づくりや社会参画に関する調査研究を手がかりに、モデル事業の

成果を明らかにする 

・多くの社会教育行政で活用可能なモデルプログラムを提示 

結果の公表 

〇 調査研究の結果の公表 

・調査報告書（冊子）の作成 

・ホームページへの掲載 

・道内市町村、関係団体等への送付 
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３ 調査研究の対象 

（１）実態把握のための調査（質問紙調査） 

道内179市町村の教育委員会事務局を対象とした。 

 

（２）実践事例報告 

 １ 網走市（オホーツク管内） 

 ２ 伊達市大滝区（胆振管内） 

 

（３）モデル事業 

 １ 鷹栖町（上川管内） 

 ２ 芦別市（空知管内） 

 

４ 調査研究の方法等 

（１）質問紙調査（住民の課題意識と学習機会に係る実態） 

  ア 調査票の配付 

   北海道立生涯学習推進センターから、教育委員会事務局（道内 179 市町村）に電子メール

で配付した。 

 イ 調査票の回収 

 ウ 調査の実施時期 

 エ 調査の期間 

 オ 実施主体 

   北海道立生涯学習推進センター 

 カ 調査の回収状況 

 

（２）実践事例報告 

  課題解決を目指す住民参画型の事業の実証開発を行い、プロセス・手段とその評価について

検証を行った。実施した市町に実施報告書を提出してもらった。 

 

（３）モデル事業 

 住民が主体となる地域づくりを進めていくためには、住民自らが地域の課題や未来像を共有

し、学びの成果を実感しながら、地域課題の発見から解決に至るまで共通理解の中で活動に取

り組んでいくプロセスが重要である。 

２年次の実践事例の中から、２市町を対象に、１年次の調査における質問紙調査、聞き取り

調査等により導き出された重要な視点を組み込んだモデル事業の開発を行い、その効果を検証

した。 
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検証内容と方法については、市町職員や塾長の参加者への関わり方、事業の運営方法等につ

いて整理するとともに、下記のプロセスや手段の視点で行った。 

 

視点１ 聞き取り調査等による地域の実情やニーズの把握 

地域づくりにより、解決しなければならない課題は地域によって異なり、複雑である。例

えば、高齢化が進んでいる地域であっても、町内会活動等で地域住民の横の繋がりが強い地

域と都市部など隣近所の交流が少ない地域、市町村中心部とその周辺に点在している小さな

集落など、地域の人口や年齢比率、立地条件が異なると様々な要素が複雑に絡み合っている

場合がある。こうしたことから、地域の現状や課題は丁寧に分析し、地域の実情やニーズを

把握するための調査を進めていく必要がある。 

 

 

視点２ 事業に関わる人との方向性の共有 

地域づくりは町内会、自治会、社会教育関係団体、学校関係者等、様々な考えや人間関係が

混在して成立している。こうしたことから、自分の学習と互いの学習を最大限に高め、多様

性を重視しながら考え方を追求する協働学習の技法等を取り入れ、丁寧にベクトルを合わせ

ていくなどの工夫が必要である。 

 

視点３ 継続性のある取組とするための工夫 

住民が主体となった地域づくりを継続していくためには、毎回の学習の中で丁寧な振り返

りを位置づけていく必要がある。振り返りシートやアンケートの他に、途中でこれまでの取

組を振り返るなど、学びを丁寧に咀嚼し、次にどのような展望があるかを発見していくプロ

セスを意図的に組み込むことで、住民が自らの学びや取組を分解することができ、他の場面

でも経験を活かすことができるようになる。 

 

視点４ テーマ設定の工夫 

住民にとって身近で目的を共有しやすいテーマを設定し、それぞれが持つ知識や経験を出

し合い、楽しくやりがいを持って取り組めるようにすることが重要である。 

〔調査例〕 

〇現地調査・・まち歩き、まち探検などの実地踏査や写真を使った学習 

〇ニーズ調査・・アンケート、ヒアリングなどにより住民の声を直接聞く 

〇統計調査の収集と分析・・国勢調査、消費動向調査等により地域分析 



 


